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2024年度環境審議会での水素・ＺＥＶ等に関する主な意見
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８月１日 第５５回環境審議会 総会

○ 脱炭素、騒音の観点からも燃料電池トラックの開発を後押ししてほしい。

○ グリーン水素は、脱炭素化が難しい分野など、適切な使い道を検討してほしい。

１１月１日 第５６回環境審議会 企画政策部会

〇 サーキュラーエコノミーの観点からも、車の移動手段としてシェアリングサービスが一層普及
 するとよい。

〇 今後、家庭でのＥＶ充電が増えた場合、家庭部門の電気使用量が増加することも注意すべき



目 次

• 水素エネルギーの普及拡大

• ＺＥＶ等の普及促進
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水素エネルギーの普及拡大

１ 現状・課題

２ ２０３０カーボンハーフに向けた主な取組の方向性

３ 本日ご議論いただきたい視点
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１ 現状・課題
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東京都が目指す姿

〇 ２０５０年には、様々な分野でグリーン水素が本格活用され、運輸や様々な分野の脱炭素化に貢献
〇 ２０３０年に向け、グリーン水素の本格活用に向けた基盤づくりと、水素需要の拡大・社会実装化
 を加速。技術開発、コスト低減、サプライチェーンの好循環を構築

様々な



１ 現状・課題
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水素等の需要量見通し

〇 2050年における世界の水素等の需要量の見通しは、約4.3億トン（現状の約５倍）
〇 日本では、2030年に300万トン、2050年に2000万トンまで供給拡大することを目指す

世界の水素等需要量の見通し 日本における見通し

出典：資源エネルギー庁「第55回 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会」



〇 2030年には世界各地で低炭素水素の製造が行われる見通し
○ 各国が水素エネルギーをめぐり積極的な投資を進めている中、技術的な優位性を有する分野であるこ
 とを活かし、安定供給に向けたサプライチェーンの構築が必要

水素サプライチェーン
１ 現状・課題

7・出展：IEA（国際エネルギー機関）『Global Hydrogen Review 2024』

発表済の低排出水素製造プロジェクトのマップ 国内外での水素エネルギーをめぐる動き

日本 ◆川崎重工業が液化水素運搬船の
ラインナップ拡充を目指す

EU

・出典：各社・各機関・各国政府資料等を基に作成

チリ

◆「脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の
ための低炭素水素等の供給及び利用の促進に
関する法律」（水素社会推進法）が施行

◆2023年７つの水素ハブを選定、支援資金の提供

◆ 2020年に国家グリーン水素戦略を発表、2030年までに地球上で最も

安価なグリーン水素を生産、2040年までにトップ３の輸出国に入る目標

◆目標に向けて、「グリーン水素行動計画（2023－2030）」を表明

米国

◆2024年欧州水素銀行の初オークションで、グリーン水素
プロジェクト７件を選定し、７億2,000万ユーロを提供



燃料電池車両

〇運輸部門の脱炭素化と水素の需要拡大には、燃料電池車両での水素利活用促進が重要

〇ＦＣ小型トラックは、昨年から導入が始まり、自動車メーカーや荷主・物流荷主事業者等と連携

○ＦＣ車両の課題は、車種が限定されていること、トラックにおいてはディーゼル車よりも積載量が少
ないこと

１ 現状・課題
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① 燃料電池自動車：1,539台（R5年度末）

② 燃料電池小型トラック：106台（R6.10末）

③ 燃料電池大型トラック：R７年度以降、順次50台導入予定

④ 燃料電池バス：118台（都バス75台）（R6.10末）

燃料電池バス（交通局）

燃料電池小型トラック

燃料電池大型トラック

●水素モビリティの導入台数

燃料電池自動車
©トヨタ自動車（株） ©トヨタ自動車（株）

©トヨタ自動車（株）



水素ステーション

○ 燃料電池車両の一層の普及のためには、いつでも安心して充填できる環境整備が必要

〇 都内の水素ステーション数は、２０２４年１１月時点で２１か所（うちバス対応１３か所）

○ 臨海部を中心に整備が進むが、区部の内陸部や多摩地域などには、水素ステーションが不足

〇 高い整備・運営コストや広い面積の用地確保が困難という課題

１ 現状・課題
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グリーン水素利活用

○ 製造時もCO2を排出しないグリーン水素は、脱炭素社会実現の柱

〇 日本含め世界の水素は大部分が化石燃料由来のグレー水素であり、グリーン水素活用事例はわずか

○ グリーン水素の活用に向け、高い製造コスト、環境価値の評価、製造・調達等の課題を克服する必要

１ 現状・課題

【世界の水素生産量】 【都内の補助活用による導入事例】 【水素の製造コスト】
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水素エネルギーの普及拡大

１ 現状・課題

２ ２０３０カーボンハーフに向けた主な取組の方向性

３ 本日ご議論いただきたい視点
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水素施策の将来目標と取組のポイント

(年度)

２ ２０３０カーボンハーフに向けた主な取組の方向性
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・水素需要が少ない

・グレー水素が大半

需給拡大＋
グリーン水素化！

目標（2050年頃） 取組のポイント

1
ステーション
・モビリティ

・充実したステーション配備

・商用車がFC化 （全ZEV化）

水素ステーションと商用水素モビリティの

一体的な整備に向けて取組を加速

2
グリーン水素

利活用
・様々な分野でグリーン水素が活用

福島県産等のグリーン水素の導入拡大を図るとともに、
東京都産グリーン水素の活用促進

3 国際連携
・安価なグリーン水素の安定的輸入

・日本の水素技術を国内外に展開

将来の国際サプライチェーン構築等を見据え、

国際連携を推進

4 パイプライン ・国内外の供給元から需要家へ安定的に供給 パイプライン等を含めた供給体制の調査・検討

5
グリーン水素

取引所

・供給元と需要家をつなぐハブ化

・国と連携した海外との取引

水素取引所の設立に向けたトライアル取引に

より水素取引の事例拡大

10倍 将来
2050年頃

水素供給量
2,000万t(全国)

現在
水素供給量
200万t(全国)

利用

ＦＣトラック

ＦＣバス 供給

グリーン水素製造

水素取引所

産業利用

水素パイプライン

グリーン水素輸入



〇 高額な整備・運営費を引き続き強力に支援するとともに、ＳＴ整備用地を確保する取組が必要

〇 燃料電池バス・トラック等の需要にも応える水素ステーション整備等により、水素の充填環境を充実

水素ステーション・モビリティ対策の推進(１)
２ ２０３０カーボンハーフに向けた主な取組の方向性
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水素ステーションへの補助 都有地を活用した燃料電池ステーションの整備

ＳＴの整備・運営には、依然として高額な費用がか
かるため、補助金により水素ステーションの整備・
運営を継続的に支援

都内でＳＴ整備に適した土地の確保が困難なため、
都有地を活用し、水素ステーションの整備を促進

●大規模ＳＴ整備費（供給能力500Nm3/h以上）
国補助と合わせて上限10億円で全額補助

●バス・トラック対応に必要な増設・改修
補助率：4/5（中小企業5/5）、上限：４億円

【主な支援内容】

●ステーション運営費（バス対応２系統の場合）
上限：２千万円（中小企業４千万円）

●土地賃借料（Ｒ４年度以降整備の場合）
補助率：4/5（中小企業5/5）



○ 大型で走行距離が長い商用車両での水素活用は運輸部門の脱炭素化と水素利用の拡大のために重要

〇 燃料電池商用車の導入費・燃料費への支援により、水素利用拡大を推進

水素ステーション・モビリティ対策の推進(２)
２ ２０３０カーボンハーフに向けた主な取組の方向性
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●車両導入費支援

・基本補助   上限5,000万円（国補助と合わせてディーゼルバス相当額まで支援）

・上乗せ補助  上限2,000万円（①５年５台以上の集中導入、②営業所等への水素ＳＴ整備）

●燃料費差支援 都内の水素ステーションに対し、都内バスに充填した水素と軽油の販売価格差を支援

水素商用モビリティの導入支援

燃料電池バス

燃料電池トラック（小型・大型）

●車両導入費支援（国補助と合わせて同等仕様のディーゼル車両本体価格*相当まで支援）

・補助上限額 小型トラック：1,300万円 大型トラック：5,600万円
＊中小企業の場合・・・車両リース価格に対して支援

・補助上限額 小型トラック：2,600万円 大型トラック：9,600万円

●燃料費差支援 水素燃料費の実費から、国補助等の額と軽油相当分を差し引いた額を支援

・補助上限額 小型トラック：690万円/台・年 大型トラック：2,200万円/台・年

©トヨタ自動車（株）

©トヨタ自動車（株）



○ 商用車の普及加速には、車両の導入見込やＳＴの整備エリア等について合意形成を図ることが重要

〇 都は国や事業者が参加するＷＧを設置し、需給のマッチングを促進するなど更なる拡大を推進

水素ステーション・モビリティ対策の推進(３)
２ ２０３０カーボンハーフに向けた主な取組の方向性

ＷＧの設置 ＷＧの開催状況

● 立ち上げの背景

・水素需要の核をFC乗用車からＦＣ商用車へ見直し

・エリアをゾーニングした上で、バスやトラックに対応可能

な規模のＳＴについて、既存のＳＴの一層の活用とともに、

重点的な整備を促進することを検討

国や関係事業者と連携した議論を行い、見込まれる車両台数
や水素ＳＴの整備が求められるエリア等について、合意形成を
図ることが必要

WG開催の様子（第３回）

● 第１回（会議）

日時：令和６年２月14日

内容：考え方見直しの方向性共有など

● 第２回（個別ヒアリング等）

日時：令和６年３月～７月

内容：水素モビリティ・水素STの課題の聞き取り

水素STの整備が求められるエリアと考え方の聞き取り

● 第３回（会議）

日時：令和６年11月１日

内容：ヒアリングで聞き取った課題

の共有など
＊ 参加事業者

バス事業者、物流・荷主事業者、水素ST運営事業者、車両メーカー等

（第１回：43者、第３回：56者 ＊オブザーバー含む）
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○ グリーン水素の普及拡大には、都内企業のグリーン水素の製造や利活用の機運醸成が必要

○ 都自ら都内での製造・利活用のモデルを示し、グリーン水素の利活用事例を積み上げるほか、環境価
値の適切な評価を通じた普及拡大を推進

グリーン水素の利活用 
２ ２０３０カーボンハーフに向けた主な取組の方向性

大田区京浜島の都有地を活用した水素製造施設 グリーン水素率先利用事業者認証制度

✓ 国内で製造したグリーン水素を利用する事業者を認証

✓ 認証区分、認証利用量に応じ補助金を交付
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○ 水素供給の拡大に向け、都内における水素製造や国内調達を進めるとともに、海外水素の調達も重要
〇 海外からの水素受入を想定し、関係者間で連携して水素供給体制の構築に向けた取組みを推進

２ ２０３０カーボンハーフに向けた主な取組の方向性

東京都・大田区・川崎市による連携協定

✓ 水素需要の創出、
水素供給体制の
構築に向け東京
都、大田区、川
崎市により連携
協定を締結
（R5.6.1）

東京におけるパイプラインを含めた水素供給体制検討協議会
における検討

✓ 空港臨海エリアの将来の絵姿やロード
マップを検討するため、R6.4.24に設置

✓ 水素利用事業者、供給事業者、商社、金
融等が参画し官民共同で検討を推進

✓ 船舶による海外水素の受け入れを想定し
右図の空港臨海エリアに分類して検討

川崎市長・都知事・太田区長

水素等利用拡大イメージ
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パイプライン含む水素供給体制の構築



○ 水素の国際サプライチェーン構築や技術開発の促進に向け、国内外のパートナーとの官民連携が重要

〇 国際会議「HENCA Tokyo」開催や海外都市等との合意により連携を強化し、協力した取組を展開

２ ２０３０カーボンハーフに向けた主な取組の方向性
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国際連携の強化

独H2Globalとの合意

・州水素戦略を掲げ、国際会議に
出席したＮＳＷ州との連携強化

・水素を含むクリーンエネルギー
への移行等について協力して取り組
んでいく旨合意

・2024年のテーマは「グリーン水素の
社会実装化の加速」

・水素需要・供給、技術開発等に関
し先進的取組を行う諸都市等が出席

・グリーン水素の社会実装化を加速さ
せていくには、国内外のパートナーと、
官民連携で取り組んでいくことが重要

・海外都市との新たな連携も視野に協
力して取り組むとともに、水素取引所の
立ち上げに向けた取組やプロジェクト
を推進している民間企業との連携を進
めていく

・「グリーン水素の社会実装化の加速
に向けた共同メッセージ」を表明

豪NSW州との合意

・財団はドイツ政府などの資金を基
に、効果的な水素市場の立ち上げ
等を促進中

・グリーン水素等の普及について、
連携・協力を深め、共に発展、成長
を目指す

国際会議 HENCA Tokyo の開催



○ 水素取引の活性化のため、供給元と需要家をつなぐ仕組みの構築が必要

〇 水素取引所の設立に向け、海外の先行事例を踏まえトライアル実施から本格展開に向け取組を推進

２ ２０３０カーボンハーフに向けた主な取組の方向性
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グリーン水素取引所

切り貼り感が強いため、整えていただきますようお願いします。
※写真や画像は元データから

⚫世界有数の水素普及機関として知られるドイツのＨ2グローバル財団と連携し、水素取引所を立ち上
げる構想を表明 H2Globalと連携した水素取引所の立上げに向けた取組等を発信

H2グローバル財団※との連携協力合意書

• 令和６年２月２日締結
• 取引や物流等に係る情報共有及び意見交換、技術動向の調査
研究、取引所等をお互いに作り上げるための連携

※2021年に設立、現在60社を超える企業が活動を支援
ドイツ政府などの資金を基に、供給価格と需要価格の差額を補填し、
効果的な市場の立ち上げ等を促進

水素取引所のトライアル

製造者の希望する販売価格と利用者が希望する購入
価格のギャップの縮小に向け、国産グリーン水素のトライア
ル取引として既存の製造者と利用者とのダブルオーク
ションを実施

• 令和６年12月に第１回の入札を実施
• 令和７年１～３月に水素供給を予定



水素の現状・課題と施策について

まとめ

<現状>

家庭用及び業務・産業用燃料電池や燃料電池自動車・バスなど、水素エネルギー利活

用機器の市場投入や水素ステーション等のインフラ設備導入が進んでいるが、今後は

更にこの流れを加速し、水素エネルギーの大幅な利用拡大を図ることが求められてい

る。 

<課題>

水素エネルギーの普及・拡大に当たっては、様々な課題があり、コスト低減や購入費

用の負担軽減、技術開発、規制緩和、サプライチェーンの構築、グリーン水素の供給、

都民の理解促進等を進めていく必要がある。
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水素エネルギーの普及拡大

１ 現状・課題

２ ２０３０カーボンハーフに向けた主な取組の方向性

３ 本日ご議論いただきたい視点
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水素エネルギーの普及拡大について、２０５０年ゼロエミッションを見

据え、２０３０年カーボンハーフ実現に向けて、以下の視点でご意見を

いただきたい。

① ２０３０年カーボンハーフの実現をより確かなものとするために、

 都として更に加速・充実強化、新規着手・連携等が必要な取組 等

② ２０５０年ゼロエミッションを見据え、中・長期的視点で

 都として取組むべき方向性、特に留意すべき事項等

本日ご議論いただきたい視点
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目 次

• 水素エネルギーの普及拡大

• ＺＥＶ等の推進
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ＺＥＶ等の推進

１ 現状・課題

２ ２０３０カーボンハーフに向けた主な取組の方向性
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運輸部門におけるＣＯ２排出量

〇 都内ＣＯ２排出量の２割弱が運輸部門。うち約８割は自動車からの排出

〇 ２０３０年カーボンハーフに向けては、自動車の脱炭素化が急務

〇 加えて、自転車や徒歩などＣＯ２排出を抑制する行動への移行や人・モノの流れの効率化が必要

出典：「都内の最終エネルギー消費及び温室効果ガス排出量（2022 年度速報値）」（2024年6月）

〈運輸部門運輸機関別〉〈部門別〉

＜都内CO2排出量の部門別構成比（2022年度速報値）＞

運輸部門が
２割弱

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

2018 2019 2020 2021 2022 2023
年度

＜都内新車販売台数に占める非ガソリン※車割合＞
（乗用車）

40.2%

62.5%

※非ガソリン車：ＺＥＶ(ＥＶ、ＰＨＥＶ、ＦＣＶ)＋ハイブリッド車

39.4% 39.5%

48.8%

55.0%

自動車が
８割

（政策目標：2030年100％）

１ 現状・課題
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ＺＥＶ等の普及の全体像

○ 自動車の脱炭素化へ向け、ＺＥＶなどの非ガソリン車の普及が重要

○ ＺＥＶはハイブリッド車と比較して普及が遅れており、車両価格、ラインナップ、航続距離、充電
 インフラの整備などの課題に対応した施策展開が必要

非ガソリン車
普及

車両ZEV化
◯ ZEV（乗用車・二輪車・バス・トラックなど）
導入支援

充電インフラ整備 ◯ 基礎・経路・目的地充電の整備

都の率先行動 ◯ 庁有車のZEV化、都有施設の充電インフラ整備

機運醸成 ◯ フォーミュラＥ東京の開催

１ 現状・課題



ＺＥＶ等の普及状況

〇 2023年度の世界全体のＺＥＶ販売比率は約１８％、日本は３.７％と世界と比較して大きな遅れ
 ※2024年に入り、世界的にＥＶ販売の減速が顕著

○ 東京は2018年度の約５倍の７.６％であり、全国の約２倍

＜乗用車 新車販売に占めるＺＥＶ割合＞

2018 2019 2020 2021 2022 2023

各国・地域のＺＥＶ販売比率推移

中国 38%

EU  22%

世界 18%

米国9.5%

日本3.7%

【IEA EV outlook 2024より編集】

全国・都内のＺＥＶ販売比率推移

1.6% 1.4%

1.3%

2.3%

3.2%
3.7%

1.6%
2.1% 2.3%

4.7% 5.7%

7.6%

2018 2019 2020 2021 2022 2023

全国

東京

【（一社）日本自動車販売協会連合会 公表資料より編集】

５倍

２倍

１ 現状・課題
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〇 集合住宅への設置は直近３年間で約９倍に拡大。住民の合意形成や都市部の特性を踏まえた支援が必要

〇 事業所等の補助基数は直近３年間で約５０倍に増加。更なる普及に向け情報提供の充実が必要

351
617

1739

2959

0

1000

2000

3000

2020 2021 2022 2023

（政策目標：2030年６万口）

＜集合住宅への充電設備設置数の推移＞ ＜事務所等への充電設備補助申請基数の推移＞

出典：充電設備普及促進事業の交付件数、都営住宅・ JKK の設置実績、建築物環境
計画書、充電サービス事業者へのヒアリングを基に都が集計（2024年3月）

◼ 集合住宅への充電設備設置においては、費用
負担や分譲マンションでの合意形成等が課題

◼ 都内の集合住宅に多く存在する機械式駐車場
では、合意形成が更に難しくなるだけでなく、
ＥＶ車両が駐車できない設備も存在

充電設備の設置状況（非公共用（基礎）充電）

３年間で約９倍

4 9 10

183

468

0

100

200

300

400

500

2019 2020 2021 2022 2023

◼ 2023年度までの補助申請基数は、674基

◼ 事業者が充電設備を導入する際、設置方法等に
関する情報が不足

３年間で約５０倍

71%

17%

11% 1%

事業所 工場

月極駐車場 バス車庫

施設用途別補助申請割合

１ 現状・課題
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充電設備の設置状況（公共用（経路、目的地）充電）

＜公共用急速充電設備（政策目標：2030年1,000口）＞

公共用急速充電設備設置口数

326 

493 

597 

0

100

200

300

400

500

600

700

2020 2022 2023

○ 公共用急速充電設備の設置口数は５９７口で、直近３年間で約２倍に増加
※ 2023年度の補助申請基数は１７２基、直近３年間で約３倍に増加

○ 更なる普及に向け、既設充電設備をより利便性の高い機器へ更新することなどが必要

老朽化した充電設備

◼ 既設充電設備の老朽化

・充電設備の耐用年数である８年を
経過した充電設備は、全国に
約22,000基

・充電インフラ維持のため機器の
更新が必要

2023年度 施設用途別設置口数割合

46%

19%

6%

5%

4%

19%

ﾃﾞｨｰﾗｰ 商業施設 時間貸駐車場

ｺﾝﾋﾞﾆ ｶﾞｿﾘﾝｽﾀﾝﾄﾞ その他

３年間で約２倍

１ 現状・課題
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【参考】充電設備の分類と主な課題

基
礎

ディーラー、 コンビニ、
 ガソリンスタンド等

公道

商業施設、宿泊施設等

手続地（庁舎等）

経
路

目
的
地

公

共

用

非
公
共
用

対応する充電設備 主な課題

普通

普通(バスの車庫などは急速)

急速 設置スペースの確保等

既設充電設備の更新等

利便性の高い充電環境の整備等

・管理組合を通じた合意形成等
・都市部の特性を踏まえた整備等

・小規模事業者への情報提供
・バス車庫における設置スペースの確保

滞在時間等に応じて、
普通・急速を選択

※ 共通課題：ＥＶ充電に対応した柔軟な電力供給

※

※ 

１ 現状・課題

住宅（戸建、集合）

事業所等※(バス、トラック車庫等)

１ 現状・課題



ＺＥＶ等の推進

１ 現状・課題

２ ２０３０カーボンハーフに向けた主な取組の方向性

３ 本日ご議論いただきたい視点
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車両のＺＥＶ化推進（乗用車）

＜補助制度＞

２ ２０３０カーボンハーフに向けた主な取組の方向性

○ ＺＥＶ普及の加速には、ＺＥＶを利用しやすい環境を整備することが重要

〇 自動車メーカーの取組を補助額に反映する補助制度において、ＺＥＶ普及のための環境構築を評価
 する手法を検討

・「電動車が持続的に活用できる環境構築」も必要として、新たな補助額の算定方法を導入
・車両性能や充電インフラ整備、アフターサービス体制の確保及び災害時の地域との連携等
メーカーの取組を総合的に評価し、補助対象や補助額を決定

参考（経済産業省ＣＥＶ補助金）

自動車メーカーの取組を補助額に反映する制度

・車両の給電機能の有無による基本補助額の設定
有り：４５万円、無し：３５万円

※給電機能：外部給電器、Ｖ２Ｈ充放電設備を経由して又は車載コンセント
（ＡＣ100Ｖ／1500Ｗ）から電力を取り出せる機能

・自動車メーカー別上乗せ補助
ＺＥＶや非ガソリン車で一定の販売実績があるなど、
４つの達成項目のうち、１項目達成につき５万円上乗せ
最大１０万円上乗せ

◼ 都内の事業者、個人等に対して購入費補助を実施。2009年度に開始し37,279台を補助

東京都による購入費補助上限額

出典：クールネット東京ホームページ
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車両のＺＥＶ化推進（バス、トラック）
２ ２０３０カーボンハーフに向けた主な取組の方向性

〇 ＥＶの大型路線バス、小型トラックが各自動車メーカーより出揃い、販売が本格化

〇 バス・トラックのＺＥＶ化に向けて、車両価格に見合う補助制度への拡充を検討

＜ＥＶバス・ＥＶトラック発売状況＞

大型路線ＥＶバス

いすゞ・エルガＥＶ
2024年6月発売

日野・ブルーリボンＺ ＥＶ
2024年10月発売

小型ＥＶトラック

日野・デュトロＺ ＥＶ
2022年6月発売

いすゞ・エルフＥＶ
2023年3月発売

三菱ふそう・e キャンター
現行型：2023年3月発売

補助額 上限額

2020～22
年度

車両価格の1/3
（バスのみ補助）

1,660万円

2023年度
ディーゼル車との

差額相当
2,300万円

2024年度
ディーゼル車との

差額相当
3,500万円

＜補助制度＞
◼ 都内の事業者等に対し購入費補助を実施
これまでバス39台、トラック227台を補助

（2024年３月末時点）

※ＥＶトラック補助は2023年度より開始

出典：日野自動車ＨＰ

出典：いすゞ自動車ＨＰ

出典：三菱ふそうＨＰ

出典：いすゞ自動車ＨＰ
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〇 ＥＶバイクの普及に向けて、車両購入への補助に加え、交換式バッテリーの活用を踏まえた充電環境
 の整備を促進

〇 タクシー車両をＺＥＶ等へシフトするため、環境性能の高いユニバーサルデザインタクシー（ＵＤ
    タクシー）及びＥＶ・ＰＨＥＶタクシーの導入を促進

車両のＺＥＶ化推進（二輪車（バイク）、タクシー）

＜ＵＤタクシー・ＺＥＶタクシーの導入促進＞

◼ これまでに、都内法人タクシーの約６割に相当す
る約１万９千台の環境性能の高いＵＤタクシーに
対して補助を実施

◼ ＵＤに対応したＺＥＶ車種は現時点で存在しない
ため、まずはＨＶを普及促進

◼ あわせて、市販車種を改造したＺＥＶ（ＥＶ・
ＰＨＥＶ）タクシーへも補助を実施

出典：トヨタ自動車(株)ホームページ

＜ＥＶバイクの普及促進＞

◼ 都内の事業者、個人等に対して購入費補助を実施      
・ガソリン車との差額相当を補助
・2018年度に開始し、1,461台を補助

◼ 交換式バッテリーの普及に向けた取組を強化

東京都による購入費補助上限額

出典：クールネット東京ホームページ

２ ２０３０カーボンハーフに向けた主な取組の方向性

出典：Hondaホームページ

Honda Power Pack Exchanger e:（写真右）

Honda Power Pack Charger e:（写真左）
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低公害・低燃費車の導入促進

〇自動車環境管理計画書制度、低公害・低燃費車導入義務制度等の実施により、効率的な自動車使用、
低公害・低燃費車の導入を推進

〇現在の第５期計画期間（2022年～26年）では、ＺＥＶ等の導入を進めるために取組を強化

＜自動車環境管理計画書制度※１ 、低公害・低燃費車導入義務制度※２ ＞

２ ２０３０カーボンハーフに向けた主な取組の方向性

◼ 第５期計画期間（2022年～26年）において、以下の
点について取組を強化

・２００台以上の自動車を使用する者に対する特定
低公害・低燃費車の導入義務率を１５％から３０％
以上に引き上げ

・使用する乗用車（軽自動車を除く。）における非ガ
ソリン車（ＦＣＶ，ＥＶ，ＰＨＥＶ及びＨＶ）の導
入割合を２０％以上とすることを新たに義務付け

◼ 導入義務の達成に向けて、事業者への指導・助言等
を実施

※１ ３０台以上の自動車を使用する事業者に対し、排出ガス量の削減目標や自動車の使用の合理化の取組等に関する計画・実績報告書の提出を義務付け
※２ ２００台以上の自動車を使用する事業者に対し、低公害・低燃費車が一定の割合以上となるよう計画的な導入を義務付け

＜事業者カルテの例＞
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〇 非ガソリン車の庁有車導入割合は２０２３年度末時点で乗用車は９３％、二輪車は３６％

〇 ＺＥＶの市販状況や庁内での利用ニーズを踏まえながら、ＺＥＶ等の導入を加速させていく。

＜非ガソリン車の庁有車導入割合＞

＜今後の取組の方向性＞

２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度 ２０２３年度 目標

乗用車 ６９％ ７３％ ９０％ ９３％ ２０２４年度：１００％

二輪車 ４％ ９％ ２４％ ３６％ ２０２９年度：１００％

■ 引き続き、目標達成に向けて庁有車のＺＥＶ等の導入を推進

■ 庁有車で導入している主なＺＥＶ

都自らの率先行動（庁有車）

日産 サクラトヨタ プリウス 三菱 アウトランダー日産 リーフ トヨタ MIRAI

出典：日産自動車ホームページ 出典：トヨタ自動車ホームページ 出典：トヨタ自動車ホームページ 出典：三菱自動車ホームページ 出典：日産自動車ホームページ

２ ２０３０カーボンハーフに向けた主な取組の方向性
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機運醸成

■ 電気自動車のＦ１といわれる「フォー
ミュラＥ」東京大会の開催を後押しし、
ＺＥＶの普及に弾みをつける

〇 都民のＺＥＶの認知度向上を図るため、ＺＥＶの魅力を発信する必要
〇 フォーミュラＥ東京大会やそれにあわせてＧＸ関連の最新技術や取組を発信するイベントを実施

することを通して、ＺＥＶを含むＧＸ実現に向けた機運醸成を推進

＜「ＴＯＫＹＯ ＧＸ ＡＣＴＩＯＮ」キャンペーン＞＜フォーミュラＥ東京大会＞

■ ＧＸ関連の最新技術やＺＥＶ車両の展示等による
年間キャンペーンを展開し、都民一人ひとりの行
動変容につなげていく

２ ２０３０カーボンハーフに向けた主な取組の方向性

TOKYO GX ACTION BEGINNIG（令和6年10月13日・14日開催）の様子
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充電設備の導入促進に向けた取組方向性の全体像

都の取組 対象となる充電種別 方向性

制度による充電設備の設置拡大 基礎、経路、目的地
・新築建築物に対して充電設備や配管等の

整備を義務付け

都民を対象とした支援策 基礎
・戸建、集合住宅向けの充電設備導入補助

（Ｖ２Ｈ充放電設備含む）

事業者を対象とした支援策 基礎、経路、目的地
・事業所、商業施設等向けの充電設備導入

（Ｖ２Ｂ充放電設備含む）、運営費補助

都による整備 基礎、経路、目的地
・都営住宅、公道、都有施設への充電設備

整備

〇 都の制度、支援策、率先的取組により、利便性の高い充電環境を官民連携で整備

２ ２０３０カーボンハーフに向けた主な取組の方向性
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制度による充電設備の設置拡大（新築建築物への設置義務化）

〇 将来のＺＥＶ普及の社会を見据えた充電設備の整備を促進するため、ＺＥＶ充電設備が一定台数
設置できるよう、新築時に備えるべき基準を新設（２０２５年４月施行）

◯ 新築段階から整備しておくことで、建物稼働後に使用者のニーズの高まりに応じて円滑に充電設備 
が設置できるようになり、建物価値の向上にも寄与

＜建築物環境報告書制度＞＜建築物環境計画書制度＞

【充電設備等の整備基準（義務）】

適用条件
次の両方を満たすこと

充電設備 配管等整備

戸建住宅 駐車区画
を有する場合

任意 １区画以上
(充電設備含む)

戸建住宅以外
（集合住宅・非住宅）

10台以上の
駐車区画を
有する場合

１区画以上 区画の20％以上
(充電設備含む)

大手ハウスメーカー等に、新築の中小規模建築物（延床
面積2,000㎡未満）への太陽光発電設備の設置や、断熱・
省エネ性能の確保等を義務付ける制度

2025年４月新設

⇒ 駐車場を有する戸建住宅等に、充電設備の将来設置
が容易となる配管等の整備を義務付け

適用条件
次の両方を満たすこと

充電設備 配管等整備

専用
駐車場

５台以上の駐車
区画を有する場合

区画の20％以上 区画の50％以上
(充電設備含む)

共用
駐車場

10台以上の駐車
区画を有する場合

１区画以上 区画の20％以上
(充電設備含む)

【充電設備等の整備基準（義務）】

建築主に、新築する大規模建築物（延床面積2,000㎡以上）
ごとに、環境配慮の措置等を記載した計画書の提出を義務
付ける制度

⇒ 一定規模の駐車場を有する建物に、充電設備及び
将来の増設が容易となる配管等の整備を義務付け

２ ２０３０カーボンハーフに向けた主な取組の方向性
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〇 都市部特有の課題等を踏まえ、円滑な住民の合意形成に資するニーズに応じた支援が必要

〇 都内に多く存在する機械式駐車場に対しては、更新時期に合わせて充電設備の整備を推進

〇 事業所等における設置を促進するため、引き続き設置費用の支援とともに、情報提供を充実

＜都営住宅(都による整備)＞

＜集合住宅(都民を対象とした支援策)＞

◼ 充電設備設置における、検討・導入・運用の各段
階で、管理組合等のニーズに応じた支援策を行っ
ている

◼ 機械式駐車場への更なる設置に向けて、駐車場設
備の更新に併せた支援策を検討し、集合住宅での
ＥＶ対応を促進

◼ ＺＥＶの普及期を見据え、引き続き居住者及び近
隣住民用駐車場に設置を進めていく

＜事業所等（事業者を対象とした支援策）＞

◼ 事業者向け総合ポータルサイト
 充電設備導入に必要な情報を、分かりやすく解説する
ポータルサイトを今年度開設予定

ポータルサイトイメージ

◼ 補助制度による取組
 ・2018年度から充電設備の導入費や運営費に対する
 支援を開始

・普通充電設備の工事費上限額の引上げ等、補助を拡充

支援策等による充電設備の設置拡大（基礎充電）
２ ２０３０カーボンハーフに向けた主な取組の方向性
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○ 設置費用を引き続き支援するとともに、更なる普及に向け、老朽化した既設充電設備の更新を進め、

 より高出力な充電設備の普及を促進

◼ 既設充電設備の更新
 ・充電設備の増設や高出力化を条件にした撤去費補助を検討

50kW出力 90kW出力 90kW出力 90kW出力

【更新イメージ】

◼ 公道への充電設備設置
 ・2022度から整備を開始

・これまで芝公園付近、東京駅付近等、
 合計６口の急速充電設備を設置

公道充電設備(芝公園付近)

◼ 補助制度による取組
 ・2018年度から充電設備の導入費や運営費に対する

支援を開始

 ・電気基本料金補助の追加や超急速充電設備の工事費
 上限額の引上げ等、補助を拡充

 ・2023年度までの公共用充電設備の補助申請基数は、
651基

支援策等による充電設備の設置拡大（経路、目的地充電）
２ ２０３０カーボンハーフに向けた主な取組の方向性

＜事業者を対象とした支援策＞

＜都による整備＞
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〇 ＥＶが持つ蓄電池としての機能を最大限引き出し、災害対応や再エネ普及を促進

＜Ｖ２Ｈ(都民を対象とした支援策) ＞ ＜Ｖ２Ｂ(事業者を対象とした支援策)＞

◼ 新築住宅・既存住宅でＶ２Ｈの導入を補助
（機器費等の1/2・上限額50万円）
→充電した電力を住宅で使用するとともに、

災害時には非常用電源に活用

◼ 将来的には系統とも接続することで、再エネ電
源の調整力となり、再エネ活用を促進

【出典】資源エネルギー庁

◼ 事業所向けにＶ２Ｂの導入を補助
（導入台数により補助率が1/2～1/1に変動。
工事費上限額125万円）

→車両に蓄えた電力を事業所等において空調
機器やエレベータ等にも利用可能。
災害時には非常用電源に活用

系統電力

ＥＶから建物
へ電力供給

ｴﾚﾍﾞｰﾀ等運転可能

建物への給電もできる充電設備（Ｖ２Ｈ、Ｖ２Ｂ）
２ ２０３０カーボンハーフに向けた主な取組の方向性
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○ ２０１８年度から２０２３年度末までに累計５９施設１７２口を設置

〇 ＺＥＶの普及期を見据え、都有施設においても、より利便性の高い充電環境の整備に資する設備の
 設置を推進

＜設置状況(2023年度末時点)＞ ＜今後の取組の方向性＞

■ 引き続き、都内全域を対象に公共用充電設備を設置

■ より利便性の高い充電環境提供のため、急速/普通充電設備の
 口数は、施設利用状況に応じ柔軟に対応

普通充電設備
（石神井公園）

急速充電設備
（立川合同庁舎）

普通充電設備
（東京ビッグサイト）

※急速充電設備には都営住宅の地域開放用充電
設備を含む

設置実績

施設数 59

急速充電設備※ 73

普通充電設備 99

合計 172

※現在の計画
「ゼロエミッション都庁行動計画」

・計画期間：2020～2024年度
・目標：300口以上

都自らの率先行動（都有施設への公共用充電設備設置）
２ ２０３０カーボンハーフに向けた主な取組の方向性
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〇 宅配物の再配達など、人・モノの流れで非効率が発生

〇 都は東京物流ビズの取組を推進することで、運輸部門のＣＯ２削減にも貢献

人・モノの流れの効率化
２ ２０３０カーボンハーフに向けた主な取組の方向性
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〇 ＣＯ２削減推進の観点から、自動車から低炭素な移動手段である自転車等への転換が望まれる

〇 都は、自転車利用を促すため、自転車シェアリングの普及を促進

〇 着実に普及は進むが、一層の普及を図るため、利便性向上や利用促進施策等を推進

◼ 利用エリアの広域化に向け、
事業者間の連携を推進するた
めに、複数事業者によるサイ
クルポート用地の共同利用に
ついて検証

＜利用者への普及啓発＞＜自転車シェアリングの普及状況＞ ＜ポート用地の共同利用＞

◼ 駅への案内板の設置、電車内
デジタルサイネージ・
YouTube等の動画広告、普及
促進手引きの作成等

※島しょ部は、八丈町、神津島村、小笠原村（母島）にポートあり

◼ ２３区、２５市、２町、２村に
自転車シェアリングポートが設置
※２０２４年１１月末現在

＜普及促進手引き＞＜案内板＞

＜小田急サザンタワー共同ポート＞

ＣＯ２排出を抑制する移動手段への転換
２ ２０３０カーボンハーフに向けた主な取組の方向性



ＺＥＶ等の推進の現状・課題と施策について

まとめ

• 都の運輸部門ＣＯ２排出量は全体の２割を占め、その８割を占める自動車の脱炭素化が急務

• 都内のＺＥＶ販売比率は7.6％で、車両価格の低減やラインナップの拡充、航続距離の延長、充電設

備の整備促進、機運醸成を通じた認知度の向上等が重要

• 集合住宅や事業所等の非公共用充電設備は、住民の円滑な合意形成等に資する支援や、事業者の充

電設備導入を支援する広報活動を強化。商業施設等の公共用充電設備は、老朽化した既設充電設備

の更新を進め、より高出力な充電設備の普及を促進

• 事業者への導入支援や自動車環境管理計画書制度等により、事業者のＺＥＶ等導入を促進

• 庁有車ではＺＥＶ等の導入を加速させるとともに、都有施設においてより利便性の高い充電環境を

整備

• 人・モノの流れの効率化に向けた東京物流ビズの推進や、自転車等の利用を促進
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ＺＥＶ等の推進

１ 現状・課題

２ ２０３０カーボンハーフに向けた主な取組の方向性

３ 本日ご議論いただきたい視点
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ＺＥＶ等の推進について、２０５０年ゼロエミッションを見据え、

２０３０年カーボンハーフ実現に向けて、以下の視点でご意見をいただ

きたい。

① ２０３０年カーボンハーフの実現をより確かなものとするために、

 都として更に加速・充実強化、新規着手・連携等が必要な取組 等

② ２０５０年ゼロエミッションを見据え、中・長期的視点で

 都として取組むべき方向性、特に留意すべき事項等

本日ご議論いただきたい視点
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今後の都の気候変動対策の
強化に向けて
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今後の都の気候変動対策の強化に向けて

知事が都市のリーダーとして登壇、
都の先進的な気候変動対策の発信と
都市間連携の強化を呼びかけ

〇 ２０５０年ゼロエミッション東京の実現に向け、２０３０年カーボンハーフ、さらにその先を見据え、

 各分野の施策の強化・深掘について、環境審議会企画政策部会や専門家会議で議論

〇 この間、ＣＯＰ２９での世界への発信、来年度予算の検討など、様々な取組を推進

〇 国においても、次期ＮＤＣの策定、地球温暖化対策計画、エネルギー基本計画改定の動き

これらを踏まえて、次回部会で若者からの意見を聴くほか、部会議論の総括を実施

新たな都の長期戦略策定を予定しており、ゼロエミッションに向けた実効性ある取組を反映

ＣＯＰ２９
専門家会議

フロン検討会

再エネ実装専門家ボード

浮体式洋上風力 水素

企画政策部会 再エネ・省エネ フロン・資源 家庭対策 水素・ＺＥＶ 若者意見・議論総括等次回

審議会と専門家会議で施策の強化・深掘について議論を積み重ね

都の新たな長期戦略の策定に向けて
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【参考】ＣＯＰ２９における都の発信内容について

〇 ＣＯＰ２９に知事が参加し、喫緊の地球規模課題である気候変動について、世界有数の大都市のリーダー

 として、都市の役割の重要性を強く訴えるとともに、都の先進的な取組を発信

主な発信内容

太陽光パネルの設置義務化、次世代型ソーラーセルの実装、
伊豆諸島海域における浮体式洋上風力発電のＧＷ級ファーム
の導入を目指すなど、あらゆるエリアで発電が可能となる
「発電する未来都市」を実現

⚫ サステナブルファイナンス、都市の強靭化
の取組を推進

⚫ 都市から世界へ気候アクションを呼びかけ

⚫ 水素取引所の立ち上げに向け、市場形式と
して世界初となる「グリーン水素のトライ
アル取引」を実施

⚫ 都と民間で合わせて200億円規模となるグ
ローバルサウス諸国を中心とした海外でＧ
Ｘ技術を役立てる新たな取組展開次世代型ソーラーセルを

世界陸上会場周辺に設置
浮体式洋上風力の

ＧＷ級ファ―ム導入を目指す

伊豆諸島

Tokyo

image

水素・国際連携

ファイナンス・強靭化等

発電する未来都市

トライアル取引 海外展開
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